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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員を記載しております。 

３ 第47期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

４ 第47期及び第48期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 244,091 255,545 288,240 317,095 326,219

経常利益 (百万円) 6,319 7,593 8,930 10,541 10,677

当期純利益 (百万円) 2,885 3,724 5,705 5,867 6,591

純資産額 (百万円) 105,251 105,737 107,610 111,714 117,392

総資産額 (百万円) 147,074 156,579 172,321 176,943 183,156

１株当たり純資産額 (円) 2,661.11 2,734.36 2,934.68 3,061.35 3,216.17

１株当たり当期純利益 
金額

(円) 71.62 93.21 150.27 158.53 178.38

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
金額

(円) 68.05 ― ― 158.36 178.38

自己資本比率 (％) 71.6 67.5 62.5 63.1 64.1

自己資本利益率 (％) 2.7 3.5 5.3 5.4 5.8

株価収益率 (倍) 20.4 12.9 15.2 17.7 17.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 24,843 477 1,511 △8,213 12,792

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,418 1,058 △2,421 2,525 △1,003

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △12,202 △2,322 △3,596 834 △1,655

現金及び現金同等物の 
期末残高

(百万円) 35,834 34,841 30,663 25,737 36,167

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
1,266

〔145〕

1,136

〔117〕

1,123

〔112〕

1,171

〔113〕

1,174

〔93〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注)  １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員を記載しております。 

３ 第47期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

４ 第47期及び第48期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

５ 第48期の１株当たり配当額40円は、創立50周年記念配当10円を含んでおります。 

  

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 180,992 196,605 230,909 239,647 236,297

経常利益 (百万円) 6,166 7,470 8,636 9,097 8,438

当期純利益 (百万円) 2,957 4,142 4,218 4,885 4,856

資本金 (百万円) 17,690 17,690 17,690 17,690 17,690

発行済株式総数 (千株) 40,702 38,992 37,000 36,500 36,500

純資産額 (百万円) 100,998 102,442 103,136 106,108 109,414

総資産額 (百万円) 133,042 145,666 155,450 155,549 160,498

１株当たり純資産額 (円) 2,553.58 2,649.12 2,812.58 2,907.62 2,997.44

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

30

(15)

30

(15)

40

(15)

60

(20)

70

(30)

１株当たり当期純利益 
金額

(円) 73.40 103.85 110.62 131.60 130.80

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
金額

(円) 69.69 ― ― 131.47 130.80

自己資本比率 (％) 75.9 70.3 66.3 68.2 68.2

自己資本利益率 (％) 2.9 4.1 4.1 4.7 4.5

株価収益率 (倍) 19.9 11.6 20.6 21.4 24.2

配当性向 (％) 40.5 28.9 36.2 45.6 53.5

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
829

〔102〕

756

〔87〕

777

〔85〕

783

〔76〕

791

〔68〕



２ 【沿革】 

 
  

昭和28年11月 東京都千代田区神田末広町に有限会社菱三電気を創立

  32年３月 株式会社に改組し、株式会社菱三電気を設立

  34年１月 本社を千代田区神田松住町に移転

  38年10月 株式会社菱三貿易を設立

    12月 本社を千代田区外神田(現外神田ビル所在地)に新築移転

  41年３月 行田工場を設置

  43年７月 行田工場にてヒートシンク(半導体素子用放熱器)の製造開始

  49年２月 HONG KONG RYOSAN LIMITED(現、連結子会社)を設立

  51年６月 SINGAPORE RYOSAN PRIVATE LIMITED(現、連結子会社)を設立

  54年１月 RYOTAI CORPORATION(現、連結子会社)を設立

  55年４月 株式会社鶴製作所を吸収合併し、上野原工場を設置

  56年10月 社名を株式会社菱三電気から株式会社リョーサンへ変更

  58年７月 東京証券取引所市場第二部へ上場

  59年10月 RYOSAN (MALAYSIA) SDN. BHD.を設立

  61年３月 東京証券取引所市場第一部に指定替え

  63年４月 株式会社菱三貿易を吸収合併

平成４年１月 株式会社ウィル・ビジネスサービスを設立

    ４月 RYOSAN ENGINEERING (M) SDN. BHD.(現、連結子会社)を設立

  ７年６月 RYOSAN ENGINEERING (THAILAND) CO., LTD.(現、連結子会社)を設立

  ８年４月 RYOSAN TECHNOLOGIES USA INC.を設立

  ９年11月 ZHONG LING INTERNATIONAL TRADING (SHANGHAI) CO.,LTD. (現、連結子会社)を設立

  11年11月 川崎総合業務センターを設置

  12年３月 本社を千代田区東神田の本社ビルに移転

    ４月 株式会社イーシーリョーサンを設立

  13年２月 KOREA RYOSAN CORPORATION(現、連結子会社)を設立

    11月 RYOSAN (THAILAND) CO.,LTD.を設立

  14年７月 RYOSAN IPC (MALAYSIA) SDN.BHD. (現、連結子会社)を設立

    12月 DALIAN F.T.Z RYOSAN INTERNATIONAL TRADING CO., LTD.を設立

  16年11月 RYOSAN ELECTRONICS (FOSHAN) CO.,LTD.を設立



３ 【事業の内容】 

当社の企業グループは、当社、連結子会社８社、非連結子会社９社及び関連会社１社で構成されており

ます。 

当社は、半導体・電子部品・電子機器の専門商社として国内外の電子機器メーカー等の得意先に対し、

商品の販売及び自社製品の開発・生産・販売を行っております。 

事業内容と当社及び連結子会社の当該事業における位置付けは、次のとおりであります。 

なお、次の事業区分は「第５ 経理の状況 １(1) 連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメ

ント情報の区分と同一であります。 

  

 
  

また、主な非連結子会社及び関連会社の名称及び事業内容は以下のとおりであります。 

＜非連結子会社＞ 

 
  

＜関連会社＞ 

 
  

以上に述べた企業集団等の概要図は、次のとおりであります。 

  

  

事業区分 主要取扱商品・製品名 販 売 会 社 開発・生産会社

半導体事業
・メモリ 
・システムＬＳＩ 
・個別半導体

当社 
HONG KONG RYOSAN LIMITED 
ZHONG LING INTERNATIONAL 
TRADING (SHANGHAI) CO.,LTD. 
SINGAPORE RYOSAN PRIVATE 
LIMITED 
RYOTAI CORPORATION 
RYOSAN IPC (MALAYSIA) SDN. 
BHD. 
KOREA RYOSAN CORPORATION 
 
 

電子部品事業
・表示デバイス 
・電源 
・機構部品

電子機器事業
・システム機器 
・設備機器

生産事業
・ヒートシンク
 (半導体素子用放熱器)

当社
RYOSAN ENGINEERING (M) SDN. BHD. 
RYOSAN ENGINEERING (THAILAND) 
CO.,LTD.

名称 事業内容

株式会社ウィル・ビジネスサービス 保険代理業及びビルメンテナンス業

株式会社イーシーリョーサン 電子部品のコミッションセールス

RYOSAN TECHNOLOGIES USA INC. 半導体・電子部品の販売

RYOSAN (THAILAND) CO.,LTD. 半導体・電子部品の販売及びコミッションセールス

DALIAN F.T.Z RYOSAN INTERNATIONAL TRADING CO., LTD. 半導体・電子部品の販売

RYOSAN ELECTRONICS (FOSHAN) CO.,LTD. ヒートシンクの製造・販売

名称 事業内容

株式会社イクス システムＬＳＩの企画・設計開発・製造・販売



 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 上記子会社は、特定子会社には該当いたしません。 

３ 上記各社は、有価証券届出書又は有価証券報告書は提出しておりません。 

４ 議決権の所有割合の(  )内は、間接所有割合で内数であります。 

５ HONG KONG RYOSAN LIMITED については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。 

 
  

名称 住所
資本金又は 
出資金 
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)
千香港ドル

半導体事業
電子部品事業 
生産事業

HONG KONG RYOSAN  
LIMITED

香港 5,000
100.0
(1.0)

─

当社が商品・製品納入、
当社に商品納入 
借入に対する経営指導念書の差入
れ
役員の兼任等……１名

千人民元

半導体事業
電子部品事業

ZHONG LING INTERNATIONAL 
TRADING (SHANGHAI) 
CO.,LTD.

中華人民共和国 1,655 100.0 ─

当社が商品・製品納入、 
当社に商品納入 
借入に対する経営指導念書の差入
れ 
役員の兼任等……１名 
 

千シンガ

ポールドル

半導体事業
電子部品事業 
電子機器事業 
生産事業

SINGAPORE RYOSAN  
PRIVATE LIMITED

シンガポール 1,460 100.0 ─

当社が商品・製品納入、
当社に商品納入
借入に対する経営指導念書の差入

れ
役員の兼任等……１名

千ニュー

台湾ドル

半導体事業
電子部品事業 
電子機器事業RYOTAI CORPORATION 台湾 80,000 100.0 ─

当社が商品・製品納入、 
当社に商品納入 
当社の販売仲介 
借入に対する経営指導念書の差入
れ 
役員の兼任等……３名 
 

千マレー

シアドル
半導体事業
電子部品事業 
電子機器事業 
生産事業

RYOSAN IPC (MALAYSIA)  
SDN. BHD.

マレーシア 1,000 100.0 ─

当社が商品・製品納入、 
当社に商品納入 
借入に対する保証書の差入れ 
役員の兼任等……１名 
 

百万ウォン

半導体事業
電子部品事業
電子機器事業

KOREA RYOSAN CORPORATION 大韓民国 1,000 100.0 ─

当社が商品・製品納入、 
当社に商品納入 
当社の販売仲介 
役員の兼任等……３名 
 

千マレー

シアドル

RYOSAN ENGINEERING 
(M) SDN. BHD.

マレーシア 2,000 生産事業
100.0
(49.0)

─
当社関係会社に製品を納入 
役員の兼任等……１名

千タイ

バーツ

RYOSAN ENGINEERING 
(THAILAND) CO., LTD.

タイ 50,350 生産事業
100.0
（2.2)

─

当社関係会社に製品を納入 
借入に対する経営指導念書の差入
れ 
役員の兼任等……１名 
 

主要な損益情報等 ① 売上高 42,276百万円

② 経常利益 910百万円

③ 当期純利益 902百万円

④ 純資産額 3,748百万円

⑤ 総資産額 10,178百万円



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔  〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔  〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

半導体事業 602  〔27〕

電子部品事業 227  〔18〕

電子機器事業 48  〔 1〕

生産事業 242  〔46〕

全社(共通) 55  〔 1〕

合計 1,174  〔93〕

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

791〔68〕 38.1 14.0 6,792,757



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

① 全体の概況 

当連結会計年度におけるマクロの経済情勢は、米国経済の持続的拡大基調に加えてＢＲＩＣｓの台

頭により、世界的に高成長の同時化局面を迎えました。一方、日本経済は企業部門の３つの過剰（設

備・雇用・債務）が解消され体質強化が実現されると共に、民間主導で着実なる景気回復が進みまし

た。また、我々が従事しておりますエレクトロニクス業界につきましても、電子部品の需要は比較的

堅調に推移いたしました。 

  このような情勢下で、当社企業グループは、「成長戦略」として掲げております「半導体新リソー

ス商品の事業拡大」を強力に推進し売上拡大に努めると共に、「収益体質の改善」に取り組んでまい

りました。 

  これらの結果、当連結会計年度の売上高は3,262億19百万円（前年同期比2.9％増）、営業利益は

107億93百万円（前年同期比10.0％増）、経常利益は106億77百万円（前年同期比1.3％増）、当期純

利益は65億91百万円（前年同期比12.3％増）の増収増益の結果となりました。 

  

② 事業の種類別セグメントの業績概況 

イ 半導体事業 

半導体事業では、メモリ、システムＬＳＩ、個別半導体の販売並びにシステムＬＳＩの企画・開

発を行っております。当連結会計年度は、ＬＣＤドライバＩＣ、携帯電話向けカメラ用ＡＳＩＣ、

ＲＦＩＤタグ用ＩＣ等の売上が増加し、売上高は1,768億35百万円（前年同期比5.1％増）、営業利

益は74億74百万円（前年同期比11.3％増）となりました。 

ロ 電子部品事業 

電子部品事業では、表示デバイス、電源、機構部品を販売しております。当連結会計年度は、Ｐ

ＤＡ用及び携帯電話用液晶ディスプレイ、二次電池等の売上が増加し、売上高は1,180億35百万円

（前年同期比1.7％増）、営業利益は52億27百万円（前年同期比26.9％増）となりました。 

ハ 電子機器事業 

電子機器事業では、システム機器、設備機器を販売しております。当連結会計年度は、ＨＤＤ用

製造装置等の売上が減少し、売上高は243億99百万円（前年同期比2.1％減）、営業利益は７億25百

万円（前年同期比14.0％減）となりました。 

ニ 生産事業 

生産事業では、ヒートシンク（半導体素子用放熱器）を生産し、販売しております。当連結会計

年度は、計測器用ヒートシンク等の売上が減少し、売上高は69億48百万円（前年同期比10.7％

減）、営業利益は６億30百万円（前年同期比43.2％減）となりました。 

  

③ 所在地別セグメントの業績概況 

イ 日本 

当連結会計年度は、デジタルスチルカメラ用液晶ディスプレイ等の売上が減少し、売上高は

2,249億11百万円（前年同期比2.9％減）、営業利益は69億90百万円（前年同期比2.8％減）となり

ました。 



  

ロ アジア 

当連結会計年度は、ＤＶＤ用及びカーオーディオ用ＩＣ、ＰＤＡ用液晶ディスプレイ等の売上が

増加し、売上高は1,013億７百万円（前年同期比18.5％増）、営業利益は28億52百万円（前年同期

比29.8％増）となりました。 

  

なお、上記の記載金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物残高は、売上債権及び棚卸資産の減少等により、前連

結会計年度末残高に比して104億29百万円増加し、361億67百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益107億82百

万円であったことに加え、売上債権が55億77百万円、棚卸資産が18億88百万円それぞれ減少し、仕入債

務が26億35百万円減少したこと等により、全体で127億92百万円の資金の増加となり、前連結会計年度

に比べ210億５百万円増加しました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、10億３百万円の資金の減少となりま

した。これは、主に有形固定資産の取得による支出９億57百万円によるものであり、前連結会計年度に

比べ35億28百万円減少しました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、16億55百万円の資金の減少となりま

した。これは、主に配当金の支払い25億52百万円、短期借入金の純増８億87百万円があったことによる

ものであり、前連結会計年度に比べ24億89百万円減少しました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 金額は、売価換算値によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

生産事業 5,857 △12.1

事業の種類別セグメントの名称

受注高 受注残高

金額(百万円) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％)

半導体事業 185,629 ＋8.9 25,499 ＋19.6

電子部品事業 122,418 ＋4.3 13,187 △13.9

電子機器事業 26,263 ＋2.9 4,897 ＋56.7

生産事業 7,924 △7.0 1,046 ＋14.4

合計 342,234 ＋6.3 44,630 ＋9.7

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

半導体事業 158,079 ＋0.3

電子部品事業 109,038 △0.4

電子機器事業 22,794 △2.3

生産事業 201 ＋7.5

合計 290,113 △0.2



(4) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な販売先については、総販売高の100分の10未満のため記載しておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

半導体事業 176,835 ＋5.1

電子部品事業 118,035 ＋1.7

電子機器事業 24,399 △2.1

生産事業 6,948 △10.7

合計 326,219 ＋2.9



３ 【対処すべき課題】 

当社企業グループが従事しております半導体業界は、「業界再編論」が再び浮上すると共に、行政機関

等の指導による「一貫生産会社の設立」や「共同ファウンドリー構想」等が取り沙汰されております。こ

のような半導体業界の新しい動きの中で、各半導体メーカーは生き残りをかけた合従連衡や販売チャネル

の見直し等を行っております。それに伴い、半導体商社としても、その半導体業界の動向に対処すること

が重要な課題と考えております。 

併せて、当社企業グループは、05年度売上実績と06年度売上見通しが頭打ちになっていることも重要な

課題と受け止めております。従いまして、新たな成長戦略として「新しいビジネスモデルの創出プロジェ

クトの推進」を掲げ独自のビジネスモデルを確立すると共に、市場に提供することでシステムコーディネ

ーターとしての信任を勝ち取り、更なる成長を果たしたいと考えております。 

また、「収益体質の改善」についても、国内・海外に展開している販売・生産拠点毎の木目細かい業績

管理を強化すると共に、「入るを量りて、出ずるを制する」事業運営の徹底を図り、一層の改善に努めて

まいります。 

いずれにしましても、当社企業グループとしては、エレクトロニクス市場において、自らの存在価値を

高めるために、独自のビジネスモデルを確立し、お客様に提供することで、その価値に見合った対価を得

て業績向上を果たし、株主の皆様方のご期待にお応えする所存であります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社企業グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のよう

なものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月26日）現在において当社

企業グループが判断したものであります。 

  

(1) 経済状況の急激な変動 

当社企業グループの営業収入は、顧客であるセットメーカーの需要の影響を受け、そのセットメーカ

ーの需要は製品を販売している国又は地域の経済状況の影響を受けます。従いまして、日本、アジア等

当社企業グループの主要市場における景気後退、及びそれに伴う需要の減少は、当社企業グループの業

績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 為替レートの変動 

当社企業グループの事業には、日本、アジア等における商品の販売と製品の生産が含まれており、各

地域における売上、費用、資産を含む現地通貨建ての項目は、連結財務諸表のために円換算されており

ます。換算時の為替レートによりこれらの項目は、元の現地通貨における価値が変わらなかったとして

も、円換算後の価値が影響を受ける可能性があります。一般的に他の通貨に対する円高は当社企業グル

ープの連結業績に悪影響を及ぼし、円安は当社企業グループの連結業績に好影響をもたらします。従い

まして、為替レートの変動は当社企業グループの連結業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  



（3) 海外活動に潜在するリスク 

 当社企業グループの事業は、日本国内だけではなく、アジアを中心として海外の各国で行われてお

り海外の各国における次のようなリスクがあります。そのためこれらの事象が発生した場合は当社企業

グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  ① 予期しえない法律・規制、不利な影響を及ぼす租税制度の変更 

  ② 社会的共通資本（インフラ）が未整備なことによる当社企業グループの活動への悪影響 

  ③ 不利な政治的要因の発生 

  ④ テロ、戦争等による社会的混乱 

  

(4) 資本市場における相場の大幅な変動 

当社企業グループは、金融機関や販売又は仕入に係る取引会社の株式を保有しているため、株式市場

の価格変動リスクを負っております。株式の価格変動リスクについては特別のヘッジ手段を用いており

ません。従いまして、資本市場における相場の大幅な変動は、当社企業グループの業績及び財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、有価証券に係る時価に関する情報は、「第５ 経理の状況」の有価証券関係の注記に記載し

ております。 

  

(5) 退職給付債務 

当社の従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待

収益率に基づいて算出されています。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更され

た場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において

認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。従って、一層の割引率の低下や運用利回りの

悪化は当社企業グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  また、当社の加盟している東京都電機厚生年金基金の運用状況は、相当額の積立不足が発生してお

り、その処理方法次第では、当社企業グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

販売等の提携(提出会社) 

平成18年３月31日現在における販売等の提携は、次のとおりであります。 

  

 
（注） アネルバ株式会社は平成17年10月１日より、キヤノン株式会社のグループ会社となり、商号をキヤノンアネル

バ株式会社に変更しております。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社企業グループは、技術商社として、長年蓄積した技術ノウハウをベースに、技術イノベーションへ

の追従を図るため研究開発活動を推進いたしております。 

当連結会計年度の主な研究開発としては、半導体事業では、デジタルＡＶ関連のデジタルＴＶ、ＳＴＢ

（セット・トップ・ボックス）、光ディスク等のシステムソリューションの開発に加え、その為に必要な

各種インターフェース、サーボ・インバータ等の要素技術の開発、ドライバソフト、ミドルウェア、ＯＳ

ポーティング技術の確立に取り組んでまいりました。さらに、携帯電話やＤＳＣ（デジタル・スチル・カ

メラ）に使用されるカメラ画像処理技術やセット間の接続に必要な高速ネットワーク技術や無線ＬＡＮ技

術の確立にも取り組んでまいりました。 

また、生産事業では、プラスチック樹脂を使用した薄型軽量水冷ヒートシンクの開発、新製品ウェーブ

クーラーの自動化生産ラインの設計等、継続的に研究開発に取り組んでまいりました。 

なお、当連結会計年度中に支出した研究開発費は、半導体事業で11億30百万円、生産事業で６百万円で

あり、総額は11億37百万円であります。また、上記の記載金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

提携先 取扱商品 契約の種類

日本電気株式会社 光デバイス、サーバー等 販売特約店契約

ＮＥＣエレクトロニクス 
株式会社

メモリ、システムＬＳＩ、個別半導体等 販売特約店契約

エルピーダメモリ株式会社 メモリ 売買基本契約

株式会社フィリップス 

エレクトロニクスジャパン
システムＬＳＩ、ディスクリート等 販売店契約

アルプス電気株式会社 スイッチ、ボリューム、磁気ヘッド、リモコン等 代理店取引基本契約

キヤノンアネルバ株式会社
真空装置、スパッタリング装置、ドライエッチング
装置等

販売特約店契約

カシオ電子デバイス株式会社 液晶ディスプレイ 取引基本契約

日本航空電子工業株式会社 コネクタ、スイッチ等 特約店契約



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社企業グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は原則として連結財務諸表に基づい

ております。 

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月26日）現在において当社企業

グループが判断したものであります。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社企業グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基

づいて作成されております。その作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・

費用の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて、

過去の実績等を勘案し、合理的に判断しておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるた

め、これらの見積りと異なる場合があります。 

当社企業グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５「経理の状況」の連結財務諸表

の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にて記載しておりますが、特に次の重要な会計

方針が連結財務諸表作成における重要な見積りの判断に大きな影響を及ぼすと考えております。 

① 収益の認識基準 

当社企業グループの売上高は、通常、出荷基準に基づき顧客に商品が出荷された時点又はサービス

が提供された時点で売上計上しております。また、一部顧客が当社企業グループからの商品を検収し

た時点で、売上を計上しております。 

② 貸倒引当金の計上基準 

当社企業グループは、売上債権等の貸倒損失に備えて回収不能となる見積額を貸倒引当金として計

上しております。将来、顧客の財務状況等が悪化し支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上

又は貸倒損失が発生する可能性があります。 

③ 棚卸資産の評価基準 

当社企業グループが販売する棚卸資産は市場の需給の影響を受け、市場価格が低下する場合がある

ため、評価基準として、低価法を採用しております。 

④ 有価証券の減損処理 

当社企業グループは、金融機関や販売又は仕入に係る取引会社の株式を保有しております。これら

の株式は株式市場の価格変動リスクを負っているため、合理的な基準に基づき有価証券の減損処理を

行っております。減損処理に係る合理的な基準は、第５「経理の状況」の有価証券関係の注記に記載

しております。将来の株式市場が悪化した場合には多額の有価証券評価損を計上する可能性がありま

す。 

⑤ 繰延税金資産の回収可能性の評価 

当社企業グループは、繰延税金資産の回収可能性を評価するに際して将来の課税所得を合理的に見

積っております。繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するので、その見積り

額が減少した場合には繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。 

  



(2) 経営成績の分析 

① 売上高の分析  

当連結会計年度の売上高は、成長戦略として掲げております「半導体新リソース商品の事業拡大」

を強力に推進し売上拡大に努めた結果、売上高は3,262億19百万円となり、前連結会計年度に比べ

2.9％、91億24百万円増加しました。 

② 販売費及び一般管理費の分析 

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ4.3％、６億69百万円増加し、160億92百万円とな

り、当連結会計年度の売上高に対する比率は4.9％で前連結会計年度と同水準となりました。 

③ 営業外損益の分析 

当連結会計年度は、支払利息が前連結会計年度と比較して１億77百万円増加したことに加え、為替

差損を３億73百万円計上したこと等により、営業外損益は前連結会計年度に比べ８億40百万円の減少

となりました。  

  

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残高は361億67百万円となっており、前連結会計年度

と比較して104億29百万円増加しております。これは主として、売上債権が55億77百万円、棚卸資産

が18億88百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。 

② 資金需要について 

当社企業グループの資金需要の主なものは、商品の購入費用、販売費及び一般管理費等の営業費

用、新たな顧客層の拡大を図るための商権買収費用等であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、主として提出会社で本社別館の新築、開発器具及び事務用備品

の取得により、総額９億57百万円を実施いたしました。 

  

なお、事業の種類別セグメントの設備投資内容は、次のとおりであります。 

 
上記の設備投資の所要資金は、自己資金をもって充当しております。 

  

半導体事業 258百万円

電子部品事業 185

電子機器事業 43

生産事業 177

全社 291

合計 957



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

 
  

  

事業所名 
(所在地)

セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業 
員数 
(名)建物

及び構築物
土地
(面積㎡)

その他 合計

本社ビル
(東京都千代田区)

全社的 
管理業務

事務所 652
1,139
(832)

109 1,901
163
〔2〕

東神田ビル
(東京都千代田区)

半導体事業 
電子部品事業 
電子機器事業 
生産事業

事務所 206
982
(566)

9 1,199 59

川崎総合業務センター
(川崎市麻生区)

半導体事業 
電子部品事業 
電子機器事業 
生産事業

事務所 
倉庫

1,978
2,761

(11,801)
31 4,771 161

大阪物流センター
(大阪府摂津市)

半導体事業 
電子部品事業 
電子機器事業 
生産事業

倉庫 192
337

(2,299)
1 530

6
〔11〕

行田工場
(埼玉県行田市)

生産事業 生産設備 110
13

(11,513)
154 278

34
〔10〕

上野原工場
(山梨県上野原市)

生産事業 生産設備 177
561

(9,581)
133 873

39
〔9〕



(2) 在外子会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、機械装置及び運搬具並びに工具・器具及び備品であります。なお、記載金額

には消費税等は含まれておりません。 

２ 建物の一部を賃借しております。賃借料は、34百万円であります。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

４ 従業員数欄の〔  〕内は臨時従業員数で外数で記載しております。 

５ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、以下のとおりであります。 

提出会社 

  

 
(注) 所有権移転外ファイナンス・リース 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)建物

及び構築物
土地
(面積㎡)

その他 合計

HONG KONG  
RYOSAN  
LIMITED

本社 
(香港)

半導体事業 
電子部品事業 
生産事業

事務所 116 ― 31 147 92

ZHONG LING
INTERNATIONAL 
TRADING
(SHANGHAI)
CO.,LTD.

本社
(中華人民共和
国)

半導体事業 
電子部品事業

事務所 ― ― 8 8 18

RYOTAI 
CORPORATION

本社 
(台湾)

半導体事業 
電子部品事業 
電子機器事業

事務所 44
21
(60)

9 75 47

SINGAPORE 
RYOSAN 
PRIVATE 
LIMITED

本社
(シンガポール)

半導体事業 
電子部品事業 
電子機器事業 
生産事業

事務所 ― ― 24 24 42

RYOSAN IPC 
(MALAYSIA) 
SDN. BHD.

本社 
(マレーシア)

半導体事業 
電子部品事業 
電子機器事業 
生産事業

事務所 ― ― 19 19 29

KOREA RYOSAN 
CORPORATION

本社 
(大韓民国)

半導体事業 
電子部品事業 
電子機器事業

事務所 6 ― 17 24 23

RYOSAN 
ENGINEERING
(M) SDN.BHD.

本社 
(マレーシア)

生産事業 生産設備 ― ― 34 34 53

RYOSAN 
ENGINEERING
(THAILAND) 
CO., LTD.

本社 
(タイ)

生産事業 生産設備 64
32

(7,264)
44 141

79
〔25〕

事業所名 
(所在地)

セグメント 
の名称

設備の
内容

数量等 リース期間
年間リース料 
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

川崎総合業務 
センター 
(川崎市麻生
区)

半導体事業 
電子部品事業 
電子機器事業 
生産事業

電子計算機
システム

一式 7年 183 45

自動倉庫 一式 9年 115 262



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 
  

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  

会社名
事業所名 

(所在地)

セグメントの 

名称

設備の 

内容

投資予定額
資金調達 

方法
着手年月

完了予定 

年月

完成後の 

増加能力総額 

(百万円)

既支払額 

(百万円)

提出会社

本社別館 

(東京都 

千代田区)

全社
事務所の

新設
466 291 自己資金

平成17年 

７月

平成18年 

７月
－



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

  

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 発行済株式総数の減数は、利益による株式消却であります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 155,673,598

計 155,673,598

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 36,500,000 36,500,000
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 36,500,000 36,500,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成13年４月１日～ 
平成14年３月31日

△124,000 40,702,402 ― 17,690 ― 19,114

平成14年４月１日～ 
平成15年３月31日

△1,709,700 38,992,702 ― 17,690 ― 19,114

平成15年４月１日～ 
平成16年３月31日

△1,992,600 37,000,102 ― 17,690 ― 19,114

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日

△500,102 36,500,000 ― 17,690 ― 19,114



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式は「個人その他」に258単元及び「単元未満株式の状況」に41株含まれております。 

２ 証券保管振替機構名義の株式は「その他の法人」に27単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
（注）１ マラソン・アセット・マネジメント・エルエルピーから平成17年６月14日付で大量保有報告書の変更報告書

の提出があり、平成17年５月31日現在、2,651千株（株式所有割合7.26％）の当社株式を保有している旨の

報告を受けておりますが、当社として当期末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大

株主の状況には含めておりません。 

  

 ２ 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ及びその関連会社から平成17年11月15日付で大量保有報告書

の提出があり、平成17年10月31日現在、下記のとおり当社株式を保有している旨の報告を受けております

が、当社として株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行以外は当期末現在における実質所有株式数の確認ができません

ので、上記大株主の状況には含めておりません。 

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 77 27 134 144 1 4,064 4,447 ―

所有株式数 
(単元)

0 172,921 2,360 31,747 94,971 17 62,535 364,551 44,900

所有株式数 
の割合(％)

0.00 47.43 0.65 8.71 26.06 0.00 17.15 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 4,404 12.07

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 2,349 6.44

ＮＥＣエレクトロニクス株式会社 神奈川県川崎市中原区下沼部１７５３番地 1,204 3.30

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,049 2.88

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 949 2.60

住友信託銀行株式会社(信託Ｂ口) 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－３３ 939 2.57

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６―６日本生
命証券管理部内

869 2.38

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目１８－２４ 861 2.36

ステート ストリート バンク アン
ド トラスト カンパニー 505019 
（常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行兜町証券決済業務室）

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 
518 IFSC DUBLIN,IRELAND 
 
（東京都中央区日本橋兜町６－７）

698 1.91

山嶋昭 東京都八王子市 684 1.88

計 ― 14,012 38.39



  

 
株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成18年２月15日付で変更報告書の提出が

あり、平成18年１月31日現在で株式会社東京三菱銀行から株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行へ商号

変更した旨の報告を受けております。 

  

３ 住友信託銀行株式会社から平成18年２月15日付で大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成18年１月

31日現在、2,865千株（株式所有割合7.85％）の当社株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当

社として当期末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。 

  

４ モルガン・スタンレー証券株式会社及びその関連会社から平成18年４月６日付で大量保有報告書の変更報告

書の提出があり、平成18年３月31日現在、下記のとおり当社株式を保有している旨の報告を受けております

が、当社として当期末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めて

おりません。 

 

 
  

氏名又は名称
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％)

株式会社東京三菱銀行 949 2.60

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 692 1.90

三菱ＵＦＪ証券株式会社 22 0.06

三菱ＵＦＪ投信株式会社 378 1.04

計 2,042 5.60

氏名又は名称
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％)

モルガン・スタンレー証券準備株式会社 72 0.20

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニ
ー・インコーポレーテッド

7 0.02

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニ
ー・インターナショナル・リミテッド

32 0.09

エムエスディーダブリュ・エクイティー・
ファイナンシング・サービセズ（ルクス）
エス・アー・エール・エル

32 0.09

モルガン・スタンレー・インベストメン
ト・マネジメント・リミテッド

765 2.10

モルガン・スタンレー・アセット・マネジ
メント投信株式会社

680 1.86

モルガン・スタンレー・インベストメン
ト・マネジメント・インク

415 1.14

計 2,005 5.50



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,700株含まれておりま

すが、議決権の数には、証券保管振替機構名義の議決権27個は含まれておりません。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式41株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

  該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己株式)
普通株式

25,800
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

36,429,300
364,266 ―

単元未満株式
普通株式

44,900
― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 36,500,000 ― ―

総株主の議決権 ― 364,266 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社リョーサン

東京都千代田区東神田２丁
目３番５号

25,800 － 25,800 0.07

計 ― 25,800 － 25,800 0.07



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、株主様への利益還元を経営上の重要政策の一つと認識すると共に、一株当たりの連結純利益の

向上に努力しております。また、株主様への利益還元としては、安定的かつ継続的に漸増させることを基

本方針としております。その具体的な利益還元につきましては、中期経営計画ごとに定めてゆく考えであ

ります。 

なお、第６次中期経営計画（2004年度～2006年度）では、「企業価値向上を目指した財務戦略の強化」

を掲げ、連結純利益の配分方針として、「成長戦略投資」、「株主配当」、「自己株式取得」の３つのバ

ランスを十分に考慮しながら、積極的な利益還元策を考えております。 

（注）当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月18日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 1,989 1,520 2,310 2,845 3,560

最低(円) 1,332 1,036 1,130 1,985 2,520

月別
平成17年 
10月

11月 12月
平成18年
１月

２月 ３月

最高(円) 3,020 3,390 3,290 3,560 3,480 3,320

最低(円) 2,765 2,980 3,020 2,820 2,965 3,020



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
会長

宇 井 達 雄 昭和14年10月30日生

昭和33年３月 当社入社

30

昭和57年12月 取締役第二営業部長

昭和58年６月 常務取締役第二営業部長

昭和61年12月 専務取締役営業本部長

平成元年12月 代表取締役社長

平成18年６月 代表取締役会長(現任)

代表取締役 

社長
濱 野 榮 治 昭和22年９月22日生

昭和41年４月 当社入社

1

平成８年６月 取締役国内第三営業本部長

平成11年６月 常務取締役国内第三営業本部長

平成17年４月 常務取締役電子デバイス事業担当

兼営業部門担当兼営業管理本部長

平成17年６月 専務取締役電子デバイス事業担当

兼営業部門担当兼営業管理本部長

平成18年４月 専務取締役社長補佐兼営業部門担

当

平成18年６月 代表取締役社長（現任）

専務取締役 営業管理本部長 梅 澤 雅 和 昭和19年４月４日生

昭和40年４月 当社入社

20

昭和63年12月 取締役国内営業副本部長

平成５年６月 常務取締役販売支援本部長

平成16年６月 専務取締役営業管理本部長兼電子

部品・機器事業担当

平成17年４月 専務取締役電子機器事業担当兼経

営情報システム・物流担当

平成18年４月 専務取締役電子機器事業担当兼営

業管理本部長

平成18年６月 専務取締役営業管理本部長（現

任）

常務取締役 海外営業本部長 田 中 幸 男 昭和22年11月17日生

昭和49年３月 株式会社菱三貿易入社

1
昭和63年４月 合併により当社入社

平成８年６月 取締役

平成11年６月 常務取締役海外営業本部長(現任)

常務取締役

半導体事業担当

兼半導体第一事

業本部長

江 口 静 夫 昭和20年２月22日生

昭和43年４月 日本電気株式会社入社

2

平成11年５月 当社半導体技術・専売本部長

平成11年６月 取締役半導体技術・専売本部長

平成13年６月 常務取締役半導体事業本部副事業

本部長兼半導体技術本部長

平成16年４月 常務取締役半導体事業本部長

平成18年４月 常務取締役半導体第一事業本部長

兼半導体第二事業本部長

平成18年６月 常務取締役半導体事業担当兼半導

体第一事業本部長（現任）

常務取締役 生産事業本部長 吉 田   弘 昭和18年12月26日生

昭和41年４月 日本電気株式会社入社

1

平成11年４月 当社生産事業部長付

平成11年６月 取締役生産事業部長

平成12年２月 RYOSAN ENGINEERING (THAILAND) 

CO., LTD. 取締役社長(現任)

RYOSAN ENGINEERING (M) 

SDN. BHD. 取締役社長(現任)

平成13年６月 常務取締役生産事業本部長(現任)

常務取締役 財経本部長 関   晴 光 昭和24年１月25日生

昭和47年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三

井住友銀行）入行

1平成15年５月 当社財経本部本部長代理

平成16年６月 取締役財経本部長

平成18年６月 常務取締役財経本部長(現任)



  

 
(注) 監査役  柴谷 元及び佐藤 恒雄の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(千株)

常務取締役

電子部品事業本

部長兼国内第一

営業本部長

林     功 昭和25年１月３日生

昭和43年４月 当社入社

―

平成13年６月 取締役国内第一営業本部長

平成18年４月 取締役電子部品事業本部長兼国内

第一営業本部長

平成18年６月 常務取締役電子部品事業本部長兼

国内第一営業本部長(現任)

取締役
国内第二営業本

部長
柳 澤 和 雄 昭和21年12月28日生

昭和44年３月 当社入社

2平成13年６月 取締役国内第二営業本部長（現

任）

取締役
国内第三営業本

部長
佐々木 幸 男 昭和24年１月26日生

昭和42年４月 日本電気株式会社入社

1
平成15年４月 当社取締役国内第三営業本部長付

平成15年６月 取締役国内第三営業本部長（現

任）

取締役
電子機器事業本

部長
濱 﨑 逸  人 昭和24年10月11日生

昭和44年４月 日本電気株式会社入社

1
平成18年４月 当社電子機器事業本部長

平成18年６月 取締役電子機器事業本部長（現

任）

取締役 管理本部長 三  松 直  人 昭和31年10月18日生
昭和56年４月 当社入社

2
平成18年６月 取締役管理本部長（現任）

取締役
半導体第二事業

本部長
澁 谷     裕 昭和35年３月19日生

昭和59年４月 当社入社

1平成18年６月 取締役半導体第二事業本部長（現

任）

監査役 

(常勤)
粕  谷 直  次 昭和19年11月11日生

昭和42年４月 当社入社

4平成14年６月 取締役管理本部長

平成18年６月 監査役 (常勤)(現任)

監査役 

(常勤)
中  西     亮 昭和19年２月14日生

昭和61年２月 当社入社

―

平成11年６月 取締役HONG KONG RYOSAN LIMITED

社長

平成14年６月 取締役HONG KONG RYOSAN LIMITED

社長退任

平成18年６月 監査役 (常勤)(現任)

監査役 柴 谷   元 昭和18年１月26日生

昭和40年４月 株式会社東京銀行(現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行)入行

1平成14年６月 日本レコード・キーピング・ネッ

トワーク株式会社代表取締役社長

平成16年６月 当社監査役(現任)

監査役 佐 藤 恒 雄 昭和19年11月29日生

昭和52年４月 弁護士登録

―
平成15年２月 シティユーワ法律事務所パートナ

ー(現在に至る)

平成16年６月 当社監査役(現任)

計 68



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は「経営理念」として、下記の３つの経営原則を定めております。 

 一つ目：「使命型企業としての成長」（「使命」の実現度の向上を成長とする原則） 

 二つ目：「企業価値の創造」（株主価値の向上を成長とする原則） 

 三つ目：「価値交換性の向上」（各ステークホルダーとの価値交換性の向上を成長とする原則） 

これらの経営原則に基づき、コーポレート・ガバナンスの強化に努めております。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制

の状況 

・当社は、代表取締役社長のガバナンスと経営執行（経営戦略・業務執行）における経営責任（役

割）を明確に定めております。また、取締役の経営プロセスとして、取締役会はガバナンス並びに

経営戦略の助言・承認・監督を行う機関、経営会議は経営戦略の検討と決定を行う機関と定めてお

ります。 

・当社は、独自の経営スタイルを確立するため、取締役は「ガバナンス機能」「経営戦略の機能」

「業務執行の機能」の３つの機能を兼務することを原則としています。従って、コーポレートガバ

ナンスの体制としては、監査役設置会社制度を採用しております。 

  

② 当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は、次の図のとおりです。 

 

  



③  内部監査及び監査役監査、会計監査の状況は以下のとおりです。 

（内部監査） 

内部監査につきましては、社長直轄の監査室（３名）が担当しており、期初に策定した監査計画に

基づき、業務全般にわたる内部監査を実施しております。監査結果は直接社長・取締役及び監査役に

文書で報告されております。被監査部門に対しては監査結果を踏まえ改善指示を行っております。 

（監査役監査） 

監査役監査につきましては、監査役（４名、内社外監査役２名）で実施しております。監査役は取

締役会に常時出席している他、経営戦略の検討と決定を行う「経営会議」にも出席し、法令、定款違

反や株主利益を侵害する事実の有無について重点的に監査を実施しております。 

また、上記「監査室」と連携を取り、定期的に業務監査も実施しております。 

なお、会計監査につきましては、監査法人から会計監査結果の報告を受け、その妥当性についての

監査を実施しております。 

（会計監査） 

当社は、商法に基づく会計監査人及び証券取引法に基づく監査法人に監査法人トーマツを起用して

おりますが、同監査法人及び当社監査に従事している同監査法人の業務執行社員と当社の間には特別

の利害関係はなく、また、同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一

定期間を超えて関与することがないよう措置をとっております。当社は同監査法人との間で、商法監

査及び証券取引法監査について、監査契約書を締結し、それに基づき報酬を支払っております。当期

において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については下記のとおりで

あります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員： 村上眞治、森田浩之 

会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ４名、会計士補 ３名 

  



(3) 役員報酬の内容 

（取締役及び監査役に支払った報酬等） 

 
（注）１ 使用人兼務取締役の使用人分給与額は、29百万円であり、上表支給額には含んでおりません。 

 ２ 当社の社外取締役に対する報酬の内容については、社外取締役がいないため記載しておりません。 

  

(4) 監査報酬の内容 

当社の監査法人トーマツへの公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 

監査契約に基づく監査証明に係る報酬の金額      30百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

(5) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概

要 

当社では、現在、社外取締役を選任しておりません。また、当社の社外監査役は当社企業グループ

の出身ではありません。なお、社外監査役１名の属する法律事務所と顧問契約をしている他、社外監

査役との人事、資金及び取引等の関係はありません。 

  

  

(6) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

当期においては、「取締役会」は15回開催しております。また、「経営会議」は15回開催しており

ます。なお「経営会議」には、業務を執行する取締役だけでなく監査役も出席することによりコーポ

レート・ガバナンスの強化を図っております。 

また、「監査役会」は12回開催しております。 

  

区  分
取締役 監査役

支給人員 支給額 支給人員 支給額

名 百万円 名 百万円

定款又は株主総会決議に基づく報酬 11 244 ４ 36

利益処分による役員賞与 11 84 ― ―

株主総会決議に基づく退職慰労金 ― ― ― ―

計 ― 328 ― 36



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第

５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び第49期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成

17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び第50期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 12,816 20,268

 ２ 受取手形及び売掛金 103,889 99,775

 ３ 有価証券 12,998 16,696

 ４ 棚卸資産 20,401 18,956

 ５ 未収入金 1,395 947

 ６ 繰延税金資産 766 657

 ７ その他 392 510

 ８ 貸倒引当金 △293 △136

   流動資産合計 152,367 86.1 157,675 86.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 11,180 10,471

    減価償却累計額 4,969 6,210 5,075 5,395

  (2) 土地 8,205 8,203

  (3) その他 3,348 3,986

    減価償却累計額 2,518 829 2,643 1,342

    有形固定資産合計 15,246 8.6 14,942 8.2

 ２ 無形固定資産 ※３ 648 0.4 1,139 0.6

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券
※1、
2

6,158 7,237

  (2) 繰延税金資産 928 496

  (3) その他 ※１ 1,863 1,958

  (4) 貸倒引当金 △204 △210

  (5) 投資損失引当金 △65 △83

   投資その他の資産合計 8,681 4.9 9,398 5.1

   固定資産合計 24,576 13.9 25,480 13.9

   資産合計 176,943 100.0 183,156 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※２ 52,684 51,452

 ２ 短期借入金 4,812 6,192

 ３ 未払費用 1,447 1,455

 ４ 未払法人税等 2,677 2,196

 ５ その他 1,336 1,960

   流動負債合計 62,958 35.6 63,257 34.5

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 1,716 1,869

 ２ 役員退職慰労引当金 341 438

 ３ その他 106 66

   固定負債合計 2,164 1.2 2,374 1.3

   負債合計 65,122 36.8 65,631 35.8

(少数株主持分)

  少数株主持分 105 0.1 131 0.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※６ 17,690 10.0 17,690 9.7

Ⅱ 資本剰余金 19,122 10.8 19,122 10.4

Ⅲ 利益剰余金 74,299 42.0 78,253 42.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,338 0.7 2,409 1.3

Ⅴ 為替換算調整勘定 △667 △0.4 △30 △0.0

Ⅵ 自己株式 ※７ △68 △0.0 △52 △0.0

   資本合計 111,714 63.1 117,392 64.1

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

176,943 100.0 183,156 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 317,095 100.0 326,219 100.0

Ⅱ 売上原価 ※1 291,855 92.0 299,333 91.8

   売上総利益 25,239 8.0 26,886 8.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造運搬費 842 820

 ２ 貸倒引当金繰入額 169 ―

 ３ 役員報酬 382 402

 ４ 給料手当 3,521 3,678

 ５ 賞与 1,571 1,569

 ６ 退職給付費用 547 599

 ７ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

42 96

 ８ 福利厚生費 776 769

 ９ 減価償却費 747 808

 10 その他 ※４ 6,821 15,422 4.9 7,346 16,092 4.9

   営業利益 9,816 3.1 10,793 3.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 121 132

 ２ 受取配当金 58 57

 ３ 仕入割引 61 53

 ４ 受取補償金 247 ―

 ５ 為替差益 46 ―

 ６ 雑収入 381 918 0.3 341 585 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 79 256

 ２ 為替差損 ― 373

 ３ 雑損失 113 193 0.1 71 701 0.2

   経常利益 10,541 3.3 10,677 3.3

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 43 21

 ２ 投資有価証券売却益 35 35

 ３ 貸倒引当金戻入益 ― 79 0.0 174 230 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却及び売却損 ※３ 160 29

 ２ 減損損失 ― 2

 ３ リース解約損 ― 29

 ４ 投資有価証券評価損 643 17

 ５ 投資損失引当金繰入額 49 17

 ６ ゴルフ会員権評価損 18 17

 ７ リゾート会員権評価損 ― 872 0.2 11 126 0.0

税金等調整前当期純利益 9,748 3.1 10,782 3.3

法人税、住民税 
及び事業税

4,206 4,360

法人税等調整額 △271 3,934 1.2 △187 4,172 1.3

少数株主利益（又は損失
△）

△54 △0.0 17 0.0

当期純利益 5,867 1.9 6,591 2.0



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 19,114 19,122

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 自己株式処分差益 7 7 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 19,122 19,122

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 71,328 74,299

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 5,867 5,867 6,591 6,591

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 連結子会社除外による 
   利益剰余金減少額

10 ―

 ２ 配当金 1,647 2,552

 ３ 取締役賞与 69 84

 ４ 自己株式消却額 1,169 2,896 ― 2,637

Ⅳ 利益剰余金期末残高 74,299 78,253



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 9,748 10,782

 ２ 減価償却費 861 943

 ３ 減損損失 ― 2

 ４ 連結調整勘定償却額 3 0

 ５ 貸倒引当金の増減額(減少：△) 159 △ 174

 ６ 役員退職慰労引当金の増減額(減少：△) △24 96

 ７ 退職給付引当金の増減額(減少：△) 263 150

 ８ 受取利息及び受取配当金 △180 △ 190

 ９ 支払利息 79 256

 10 有形固定資産売却益 △43 △ 21

 11 有形固定資産除却及び売却損 160 25

 12 投資有価証券売却益 △35 △ 35

 13 投資有価証券評価損 643 17

 14 その他の収益費用 △526 312

 15 売上債権の増減額(増加：△) △6,916 5,577

 16 棚卸資産の増減額(増加：△) △6,030 1,888

 17 仕入債務の増減額(減少：△) △4,784 △ 2,635

 18 取締役賞与の支払額 △69 △ 84

 19 その他の資産負債の増減額 1,266 739

    小計 △5,423 17,652

 20 利息及び配当金の受取額 175 190

 21 利息の支払額 △78 △ 256

 22 法人税等の支払額 △2,886 △ 4,794

   営業活動によるキャッシュ・フロー △8,213 12,792

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による純増減額 79 △ 10

 ２ 有価証券の償還による収入 3,100 300

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △323 △ 957

 ４ 有形固定資産の売却による収入 75 50

 ５ 無形固定資産の取得による支出 △240 △ 107

 ６ 投資有価証券の取得による支出 △200 △ 300

 ７ 投資有価証券の売却による収入 83 43

 ８ 関係会社への出資による支出 △157 ―

 ９ 貸付けによる支出 △22 △ 47

 10 貸付金の回収による収入 132 15

 11 投資その他の資産の増減額 0 9

   投資活動によるキャッシュ・フロー 2,525 △ 1,003

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 3,067 887

 ２ 自己株式の取得による支出 △1,145 △ 7

 ３ ストックオプションの行使による収入 571 23

 ４ 配当金の支払額 △1,647 △ 2,552

 ５ 少数株主への配当金の支払額 △11 △ 5

   財務活動によるキャッシュ・フロー 834 △ 1,655

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △5 295

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
  (減少：△)

△4,858 10,429

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 30,663 25,737

Ⅶ 現金及び現金同等物の減少額 
  (連結除外)

△67 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 25,737 36,167



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数  ８社

  主要な連結子会社の名称

  「第１企業の概況 ４関係会社の

状況」に記載しているため省略し

ております。

なお、株式会社ロードは、平成16

年９月28日をもって清算が結了い

たしました。

また、RYOSAN  (MALAYSIA)  SDN. 

BHD.  は、連結子会社のRYOSAN 

IPC (MALAYSIA) SDN. BHD.に事業

を引き継ぎ、連結子会社として業

績の影響が軽微になったため、非

連結子会社としております。

(1) 連結子会社の数  ８社

  主要な連結子会社の名称

  「第１企業の概況 ４関係会社の

状況」に記載しているため省略し

ております。

(2) 主要な非連結子会社名

  株式会社イーシーリョーサン

  株式会社ウィル・ビジネスサービ

ス

  連結の範囲から除いた理由

  非連結子会社９社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。

(2) 主要な非連結子会社名

           同左

  

 

  

２ 持分法の適用に関する事

項

持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社の名称

株式会社イーシーリョーサン

株式会社ウィル・ビジネスサービス

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞれ当期純

損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用から除外し

ております。

同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連 結 子 会 社 の う ち、ZHONG  LING 

INTERNATIONAL  TRADING (SHANGHAI)

CO.,LTD.  及び RYOSAN  ENGINEERING 

(THAILAND) CO.,LTD.の決算日は12月

31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。

同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

① 有価証券

 イ  満期保有目的の債券

   償却原価法(定額法)

 ロ  子会社株式及び関連会社株式

   移動平均法による原価法

 ハ  その他有価証券

  （イ） 時価のあるもの

      連結決算日の市場価格等

に基づく時価法

      (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定)

  （ロ） 時価のないもの

      移動平均法による原価法

① 有価証券

 イ  満期保有目的の債券

        同左

 ロ  子会社株式及び関連会社株式

        同左

 ハ  その他有価証券

        同左

② 棚卸資産……商品・製品・原材料

及び仕掛品

        移動平均法による低

価法

② 棚卸資産

同左

③ デリバティブ(為替予約)

時価法

③ デリバティブ(為替予約)

同左

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産

  主として定率法によっておりま

す。

  ただし、当社については、平成10

年４月１日以降取得した建物(建

物附属設備を除く)については定

額法によっております。

  主な耐用年数は、建物及び構築物

は３年から50年、その他は２年か

ら15年であります。

② 無形固定資産

  定額法によっております。

  なお、営業権は５年で償却してお

ります。

① 有形固定資産

        同左

② 無形固定資産

同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

① 貸倒引当金

同左

② 投資損失引当金

  関係会社に対する投資による損失

に備えるため、関係会社の財政状

態を勘案し、その必要額を計上し

ております。

② 投資損失引当金

同左

③ 退職給付引当金

  従業員に対する退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の年数(10年)による定額法によ

り、按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理して

おります。また、過去勤務債務

は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により、按分し

た額をそれぞれ発生した連結会計

年度から費用処理しております。

③ 退職給付引当金

同左

④ 役員退職慰労引当金

  当社は、役員に対する退職慰労金

の支給に充てるため、内規に基づ

く連結会計年度末要支給額を計上

しております。

④ 役員退職慰労引当金

      同左

 (4) 重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への

換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産、負

債、収益及び費用は連結決算日の直物

為替相場により、円貨に換算し、換算

差額のうち当社持分は資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含めておりま

す。

        同左

 (5) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左



 

 
  

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (6) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

  振当処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

 イ ヘッジ手段…為替予約取引

 ロ ヘッジ対象…外貨建債権・債務

及び外貨建予定取

引

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

  当社企業グループは、外貨建取引

に係る将来の為替変動リスクをヘ

ッジするため、主として当社の

「社内為替管理制度」に基づき、

原則として、顧客からの受注時又

は仕入先への発注時に、その取引

毎に決済日を基準として個別に為

替予約取引を行うものとしており

ます。

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジの有効性評価の方法

  ヘッジ方針により、外貨建ての受

注金額、発注金額又は金銭債権債

務に同一通貨建てによる同一金額

で同一期日の為替予約を振り当て

る方法によっており、為替予約締

結後の外国為替相場の変動による

対応関係が確保されるようにして

おります。

④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

 (7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理について

税抜方式によっております。

なお、未収消費税等は流動資産の「未

収入金」に含めて表示しております。

消費税等の会計処理について

税抜方式によっております。

なお、未払消費税等は流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

連結調整勘定の償却については、５年

間で均等償却しております。

同左

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。

同左

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３か月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能で、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資からなっておりま

す。

同左



(会計方針の変更) 

  

 
  

  

(表示方法の変更) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準)

当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

これにより税金等調整前当期純利益が２百万円減少して

おります。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(連結損益計算書) 

前連結会計年度まで営業外収益の「雑収入」に含めて表

示しておりました「受取補償金」については、当連結会

計年度において営業外収益の10／100を超えることとな

ったため、当連結会計年度より区分掲記することといた

しました。なお、前連結会計年度の「受取補償金」は66

百万円であります。

―――



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 217百万円

その他(出資金) 174

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 217百万円

その他(出資金) 174

 

※２ 担保に供している資産

投資有価証券 299百万円

    上記資産は、アルプス電気株式会社等の仕入債

務(10,942百万円)の担保に供しております。

 

※２ 担保に供している資産

投資有価証券 382百万円

    上記資産は、アルプス電気株式会社等の仕入債

務(8,755百万円)の担保に供しております。

※３ 無形固定資産に含まれる連結調整勘定

0百万円

※３ 無形固定資産に含まれる連結調整勘定

0百万円

 ４ 偶発債務

次の会社の金融機関からの借入に対して次のとお

り保証書を差入れております。

RYOSAN TECHNOLOGIES 

USA INC.

74百万円 (700,000

米ドル)

DALIAN F.T.Z. RYOSAN 

INTERNATIONAL 

TRADING CO.,LTD.

70 (660,000

米ドル)

計 145

 ４ 偶発債務

次の会社の金融機関からの借入に対して次のとお

り保証書を差入れております。

RYOSAN TECHNOLOGIES 

USA INC.

82百万円 (700,000

米ドル)

５ 輸出手形割引高 2百万円 ５ 輸出手形割引高 ―百万円

 

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式36,500,000株

であります。 

 

※７ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式35,632

株であります。
 

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式36,500,000株

であります。 

 

※７ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式25,841

株であります。



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 低価基準により下記の評価減を行った後の金額で

あります。

商品評価損 106百万円

原材料評価損 0

計 107

※１ 低価基準により下記の評価減を行った後の金額で

あります。

商品評価損 63百万円

原材料評価損 0

計 64

※２ 固定資産売却益の内訳

土地 42百万円

その他 0

計 43

 

※２ 固定資産売却益の内訳

その他 21百万円

※３ 固定資産除却及び売却損の内訳

建物及び構築物除却損 122百万円

建物及び構築物売却損 15

その他除却損 22

その他売却損 0

計 160

※３ 固定資産除却及び売却損の内訳

建物及び構築物除却損 4百万円

建物及び構築物売却損 1

土地売却損 1

その他除却及び売却損 22

計 29

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は1,019百万円

であります。

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は1,137百万円

であります。



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 12,816百万円

有価証券勘定 12,998

   計 25,815

預入期間が３か月を超える定

期預金
△77

現金及び現金同等物 25,737
 

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 20,268百万円

有価証券勘定 16,696

   計 36,965

預入期間が３か月を超える定

期預金
△98

取得日から償還日までの期間

が３か月を超える債券等
△700

現金及び現金同等物 36,167



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

その他 
(車両 
運搬具) 
 

(百万円)

その他
(工具・
器具・
備品)
(百万円)

合計

(百万円)
取得価額 
相当額 3 2,895 2,898

減価償却 
累計額相当額

0 1,932 1,932

期末残高 
相当額

3 963 966

その他
(車両 
運搬具) 
 

(百万円)

その他
(工具・
器具・
備品)
(百万円)

合計

(百万円)
取得価額
相当額 3 3,169 3,172

減価償却
累計額相当額

0 2,128 2,129

期末残高
相当額

2 1,041 1,043

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 448百万円

１年超 580

合計 1,028

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 371百万円

１年超 718

合計 1,089

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 556百万円

減価償却費相当額 507

支払利息相当額 37

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 497百万円

減価償却費相当額 454

支払利息相当額 28

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年内 31百万円

１年超 38

合計 69
  

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年内 21百万円

１年超 30

合計 51



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

 
(注) 時価の下落率が40％以上の株式について減損処理することとしております。 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
  

４ 時価評価されていない主な有価証券(平成17年３月31日) 

  

 
（注） 当連結会計年度において、減損処理を行い、投資有価証券評価損643百万円（株式）を計上しております。 

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

(平成17年３月31日) 

  

 
  

連結貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を超える
もの

12,998 12,998 0

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの

株式 2,487 4,749 2,261

連結貸借対照表計上額が取得原価を超え
ないもの

株式 72 68 △4

合計 2,560 4,817 2,256

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円)

83 35

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

  非上場株式 123

  債券 1,000

１年以内(百万円) 10年超(百万円)

債券

  コマーシャル・ペーパー 12,998 ―

  その他 ― 1,000



当連結会計年度 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

 
(注) 時価の下落率が40％以上の株式について減損処理することとしております。 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
  

４ 時価評価されていない主な有価証券(平成18年３月31日) 

  

 
（注） 当連結会計年度において、減損処理を行い、投資有価証券評価損 17百万円（株式）を計上しております。 

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

(平成18年３月31日) 

  

 
  

連結貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を超える
もの

15,996 15,997 0

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの

株式 2,551 6,614 4,062

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円)

43 35

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

  非上場株式 105

  債券 1,000

１年以内(百万円) 10年超(百万円)

債券

  コマーシャル・ペーパー 15,996 ―

  その他 700 300



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

当社企業グループは、デリバティブ取引(為替予約取引)を利用しておりますが、ヘッジ会計の適用要

件を満たした振当処理を採用しているため、記載を省略しております。 

当連結会計年度末(平成18年３月31日) 

当社企業グループは、デリバティブ取引(為替予約取引)を利用しておりますが、ヘッジ会計の適用要

件を満たした振当処理を採用しているため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

① 取引の内容

当社企業グループが利用しているデリバティブ取引

は、通貨関連の為替予約取引であります。

① 取引の内容

同左

② 取引に対する取組方針

当社企業グループの取り扱うデリバティブ取引は、

原則として為替予約取引に限定しております。ま

た、投機を目的としたデリバティブ取引は一切行わ

ない方針であります。

② 取引に対する取組方針

同左

③ 取引の利用目的

当社企業グループは、通常の外貨建輸出入取引に係

わる将来の外国為替相場変動リスクを回避する目的

で、原則として、顧客からの受注時又は仕入先への

発注時に、その取引ごとに決済日を基準日とした先

物個別為替予約を行っております。

③ 取引の利用目的

同左

④ 取引に係るリスクの内容

当社企業グループは、為替予約により輸出入取引の

外貨建債権債務の決済額を確定しております。ま

た、当社企業グループのデリバティブ取引の契約先

はいずれも信用度の高い国内外の銀行に限定してい

るため、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リ

スクはほとんどないと判断しております。

④ 取引に係るリスクの内容

同左

⑤ 取引に係るリスク管理体制

当社企業グループが利用している為替予約について

は、社内為替管理制度により営業部門からの先物個

別為替予約依頼に基づき親会社は財経本部、各子会

社は経理部が為替予約の締結を行っており、通常の

銀行取引と合わせ随時取引内容を把握できる体制を

とっております。

⑤ 取引に係るリスク管理体制

同左

⑥ その他

時価等の開示は、受注高又は発注高に係わるもので

あり、将来の取引により発生する外貨建債権債務に

振り当てられるものを記載しております。

⑥ その他

同左



次へ 

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金

制度のほか、定年適格退職年金制度及び東京都電機

厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金

基金制度は退職給付会計実務指針33項の例外処理を

行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち

当社の掛金拠出割合に基づく連結会計年度末の年金

資産残高は5,731百万円であります。一部の連結子

会社は、確定給付型制度を設けております。 

 

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金

制度のほか、定年適格退職年金制度及び東京都電機

厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金

基金制度は退職給付会計実務指針33項の例外処理を

行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち

当社の掛金拠出割合に基づく連結会計年度末の年金

資産残高は7,102百万円であります。一部の連結子

会社は、確定給付型制度を設けております。 

 

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △4,179百万円

年金資産 2,224

未認識数理計算上の差異 169

未認識過去勤務債務 69

退職給付引当金 △1,716

 (注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △4,291百万円

年金資産 2,269

未認識数理計算上の差異 91

未認識過去勤務債務 61

退職給付引当金 △1,869

 (注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 256百万円

利息費用 79

期待運用収益 △16

数理計算上の差異の 

費用処理額
43

過去勤務債務の 

費用処理額
7

小計 370

厚生年金基金掛金拠出額 218

退職給付費用合計 588

 (注) 簡便法を適用している連結子会社の退職給付費

用は「勤務費用」に計上しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 270百万円

利息費用 82

期待運用収益 △16

数理計算上の差異の 

費用処理額
33

過去勤務債務の 

費用処理額
7

小計 377

厚生年金基金掛金拠出額 267

退職給付費用合計 644

 (注) 簡便法を適用している連結子会社の退職給付費

用は「勤務費用」に計上しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率  2.0％

期待運用収益率 0.75％

数理計算上の差異の処理年数   10年

過去勤務債務の額の処理年数   10年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率  2.0％

期待運用収益率 0.75％

数理計算上の差異の処理年数   10年

過去勤務債務の額の処理年数   10年



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）

ソフトウェア等償却超過額   164百万円

投資有価証券   568

ゴルフ会員権   132

未払賞与   437

未払事業税   194 

退職給付引当金   645 

役員退職慰労引当金   138

その他   332

繰延税金資産合計   2,616

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金   △918

その他    △2

繰延税金負債合計   △920

繰延税金資産の純額   1,695

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）

ソフトウェア等償却超過額   323百万円

投資有価証券   522

ゴルフ会員権   144

未払賞与   427

未払事業税   132

退職給付引当金   751

役員退職慰労引当金   178

その他   327

繰延税金資産合計   2,807 

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △1,653

その他    △8

繰延税金負債合計 △1,662

繰延税金資産の純額  1,145 

（注）当連結会計年度の繰延税金資産の純額のうち、

△８百万円は連結貸借対照表の流動負債の「そ

の他」に含まれております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別内訳

同左



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な商品・製品の名称 

(1) 事業区分の方法は、事業体制(組織)を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区分し

ております。 

(2) 各事業区分の主要な商品・製品の名称 

半導体事業………メモリ・システムLSI・個別半導体 

電子部品事業……表示デバイス・電源・機構部品 

電子機器事業……システム機器・設備機器 

生産事業…………ヒートシンク(半導体素子用放熱器) 

２ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、2,970百万円であり、その

主なものは、当社の企画・総務・人事及び財経本部等に係わる費用であります。 

３ 資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、27,146百万円であり、その主なものは、

当社での余資運用資金(有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係わる資産等であります。

  

半導体事業 
 

(百万円)

電子部品 
事業 
(百万円)

電子機器
事業 
(百万円)

生産事業
 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

168,278 116,113 24,924 7,778 317,095 － 317,095

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － －

計 168,278 116,113 24,924 7,778 317,095 － 317,095

営業費用 161,563 111,993 24,081 6,669 304,307 2,970 307,278

営業利益 6,714 4,119 843 1,109 12,787 (2,970) 9,816

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 80,847 52,412 11,477 5,059 149,796 27,146 176,943

減価償却費 447 251 47 99 845 15 861

資本的支出 320 77 14 151 564 － 564



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な商品・製品の名称 

(1) 事業区分の方法は、事業体制(組織)を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区分し

ております。 

(2) 各事業区分の主要な商品・製品の名称 

半導体事業………メモリ・システムLSI・個別半導体 

電子部品事業……表示デバイス・電源・機構部品 

電子機器事業……システム機器・設備機器 

生産事業…………ヒートシンク(半導体素子用放熱器) 

２ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、3,263百万円であり、その

主なものは、当社の情報システム投資並びに企画・管理及び財経本部等に係わる費用であります。 

３ 資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、38,376百万円であり、その主なものは、

当社での余資運用資金(有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係わる資産等であります。

  

半導体事業 
 

(百万円)

電子部品 
事業 
(百万円)

電子機器
事業 
(百万円)

生産事業
 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

176,835 118,035 24,399 6,948 326,219 － 326,219

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － －

計 176,835 118,035 24,399 6,948 326,219 － 326,219

営業費用 169,361 112,808 23,673 6,318 312,161 3,263 315,425

営業利益 7,474 5,227 725 630 14,057 (3,263) 10,793

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 80,732 49,022 10,259 4,765 144,779 38,376 183,156

減価償却費 500 261 46 121 929 14 943

資本的支出 363 187 43 178 773 291 1,065



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

アジア………香港・シンガポール・台湾・マレーシア等 

３ 営業費用は、各セグメントへ配賦しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

アジア………香港・シンガポール・台湾・マレーシア等 

３ 営業費用は、各セグメントへ配賦しております。 

  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

231,569 85,525 317,095 － 317,095

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

8,078 751 8,829 (8,829) －

計 239,647 86,276 325,924 (8,829) 317,095

営業費用 232,452 84,079 316,532 (9,254) 307,278

営業利益 7,195 2,196 9,391 424 9,816

Ⅱ 資産 152,781 24,161 176,943 － 176,943

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

224,911 101,307 326,219 － 326,219

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

11,386 452 11,839 (11,839) －

計 236,297 101,760 338,058 (11,839) 326,219

営業費用 229,307 98,908 328,215 (12,789) 315,425

営業利益 6,990 2,852 9,843 950 10,793

Ⅱ 資産 156,544 26,612 183,156 － 183,156



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

アジア………香港・中国・台湾・韓国等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本国以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内部売

上高を除く)であります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

アジア………香港・中国・台湾・韓国等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本国以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内部売

上高を除く)であります。 

  

アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 107,441 107,441

Ⅱ 連結売上高(百万円) 317,095

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

33.9 33.9

アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 120,310 120,310

Ⅱ 連結売上高(百万円) 326,219

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

36.9 36.9



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
  

  役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有(被
所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

役員 佐藤恒雄   ―    ―

当社監査
役、シティ
ユーワ法律
事務所(弁護
士)

   ―  ―  ―
顧問弁護士
契約

     3 ― ―

（注）１ 取引金額には、消費税等は含んでおりません。

   ２ 佐藤恒雄氏が所属している法律事務所と顧問弁護士契約を締結しており、顧問弁護士費用については、顧問

     弁護士契約に基づき、社会通念上妥当額を支払っております。



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 3,061.35円 3,216.17円

１株当たり当期純利益金額 158.53円 178.38円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

158.36円 178.38円

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

 当期純利益 (百万円) 5,867 6,591

 普通株主に帰属しない金額 (百万円) 84 85

(うち利益処分による取締役賞与金 (百万円)) (84) (85)

 普通株式に係る当期純利益 (百万円) 5,783 6,506

 普通株式の期中平均株式数 (千株) 36,482 36,473

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

 当期純利益調整額 (百万円) ― ―

 普通株式増加数 (千株) 38 0

   （うちストックオプション (千株)) (38) (0)



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 短期借入金の当期末残高6,192百万円の全額が米ドル建て（52,744千米ドル）であります。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 4,812 6,192 5.29 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 4,812 6,192 5.29 ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 9,483 17,295

 ２ 受取手形 6,043 4,678

 ３ 売掛金 ※２ 83,856 80,866

 ４ 有価証券 12,998 16,696

 ５ 商品 15,829 13,326

 ６ 製品 245 198

 ７ 原材料 150 183

 ８ 仕掛品 120 133

 ９ 前払費用 31 41

 10 未収入金 ※２ 1,413 940

 11 繰延税金資産 771 658

 12 その他 229 276

 13 貸倒引当金 △27 △17

   流動資産合計 131,145 84.3 135,279 84.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 9,900 9,904

    減価償却累計額 4,541 5,358 4,786 5,118

  (2) 構築物 215 215

    減価償却累計額 162 52 169 45

  (3) 機械及び装置 688 784

    減価償却累計額 496 192 528 256

  (4) 車両運搬具 10 7

    減価償却累計額 9 1 6 0

  (5) 工具・器具及び備品 2,133 2,281

    減価償却累計額 1,672 460 1,677 603

  (6) 土地 8,155 8,149

  (7) 建設仮勘定 ― 291

   有形固定資産合計 14,221 9.1 14,465 9.0

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 499 368

  (2) 電話加入権 48 48

   無形固定資産合計 547 0.4 416 0.3



 

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 5,940 7,019

  (2) 関係会社株式 1,371 1,371

  (3) 出資金 254 219

  (4) 関係会社出資金 197 197

  (5) 長期貸付金 － 46

  (6) 関係会社長期貸付金 13 46

  (7) 更生債権等 154 157

  (8) 繰延税金資産 924 496

  (9) その他 1,046 1,073

  (10) 貸倒引当金 △204 △210

  (11) 投資損失引当金 △65 △83

   投資その他の資産合計 9,634 6.2 10,336 6.4

   固定資産合計 24,403 15.7 25,219 15.7

   資産合計 155,549 100.0 160,498 100.0



  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金
※1、 
2

39,468 39,326

 ２ 短期借入金 3,154 4,519

 ３ 未払金 ※２ 875 1,535

 ４ 未払費用 1,342 1,322

 ５ 未払法人税等 2,352 1,910

 ６ 前受金 55 30

 ７ 預り金 41 88

 ８ その他 0 1

   流動負債合計 47,290 30.4 48,734 30.4

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 1,702 1,845

 ２ 役員退職慰労引当金 341 438

 ３ その他 106 66

   固定負債合計 2,150 1.4 2,350 1.4

   負債合計 49,440 31.8 51,084 31.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 17,690 11.4 17,690 11.0

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 19,114 19,114

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 7 8

   資本剰余金合計 19,122 12.3 19,122 11.9

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,371 1,371

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 60,300 60,300

 ３ 当期未処分利益 6,353 8,572

   利益剰余金合計 68,025 43.7 70,244 43.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,338 0.8 2,409 1.5

Ⅴ 自己株式 ※４ △68 △0.0 △ 52 △0.0

   資本合計 106,108 68.2 109,414 68.2

   負債・資本合計 155,549 100.0 160,498 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上高 231,547 228,959

 ２ 製品売上高 8,100 7,338

   売上高合計 ※２ 239,647 100.0 236,297 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品売上原価

  (1) 期首商品棚卸高 11,118 15,829

  (2) 当期商品仕入高 ※２ 217,592 207,239

     合計 228,711 223,068

  (3) 期末商品棚卸高 ※１ 15,829 212,882 13,326 209,741

 ２ 製品売上原価

  (1) 期首製品棚卸高 234 245

  (2) 当期製品製造原価 6,309 5,987

  (3) 当期製品仕入高 188 152

     合計 6,731 6,385

  (4) 期末製品棚卸高 ※１ 245 6,486 198 6,187

   売上原価合計 219,368 91.5 215,928 91.4

   売上総利益 20,279 8.5 20,369 8.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造運搬費 601 558

 ２ 貸倒引当金繰入額 44 －

 ３ 役員報酬 265 280

 ４ 給料手当 2,700 2,709

 ５ 賞与 1,306 1,289

 ６ 退職給付費用 524 573

 ７ 役員退職慰労 
   引当金繰入額

42 96

 ８ 福利厚生費 680 659

 ９ 旅費交通費 443 442

 10 賃借料 898 818

 11 保険料 112 110

 12 支払手数料 1,117 969

 13 減価償却費 660 701

 14 研究開発費 ※３ 1,019 1,137

 15 その他 2,664 13,083 5.5 3,031 13,378 5.6

   営業利益 7,195 3.0 6,990 3.0



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 5 4

 ２ 有価証券利息 78 52

 ３ 受取配当金 ※２ 825 711

 ４ 経営指導料 ※２ 534 572

 ５ 受取補償金 247 －

 ６ 雑収入 ※２ 359 2,050 0.9 353 1,694 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 43 178

 ２ 雑損失 105 148 0.1 68 247 0.1

   経常利益 9,097 3.8 8,438 3.6

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※４ 42 20

 ２ 投資有価証券売却益 35 35

 ３ 貸倒引当金戻入益 － 78 0.0 3 59 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却及び売却損 ※５ 158 27

 ２ 減損損失 － 2

 ３ リース解約損 － 29

 ４ 投資有価証券評価損 485 17

 ５ 関係会社株式評価損 157 －

 ６ 投資損失引当金繰入額 49 17

 ７ ゴルフ会員権評価損 18 17

 ８ リゾート会員権評価損 － 869 0.3 11 123 0.1

   税引前当期純利益 8,305 3.5 8,373 3.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

3,692 3,711

   法人税等調整額 △272 3,420 1.5 △194 3,517 1.4

   当期純利益 4,885 2.0 4,856 2.1

   前期繰越利益 3,369 4,811

   自己株式消却額 1,169 －

   中間配当額 731 1,094

   当期未処分利益 6,353 8,572



製造原価明細書 

  

 
(注) 原価計算の方法―当社は総合原価計算によっておりますが一部(ソフトウェア)については個別原価計算を採用

しております。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 1,933 31.0 1,778 29.6

Ⅱ 外注加工費 2,749 44.1 2,657 44.3

Ⅲ 労務費 1,148 18.4 1,152 19.2

Ⅳ 経費

 １ 減価償却費 74 90

 ２ 消耗品費 19 20

 ３ 水道光熱費 18 20

 ４ その他 294 280

      計 407 6.5 411 6.9

  当期総製造費用 6,239 100.0 6,000 100.0

  期首仕掛品棚卸高 190 120

      合計 6,430 6,121

  期末仕掛品棚卸高 120 133

  当期製品製造原価 6,309 5,987



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

前事業年度
株主総会承認日 
(平成17年６月24日)

当事業年度 
株主総会承認日 
(平成18年６月23日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 6,353 8,572

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 1,458 1,458

 ２ 取締役賞与金 84 85

 ３ 任意積立金

         別途積立金 － 1,542 4,000 5,544

Ⅲ 次期繰越利益 4,811 3,028



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法)

(1) 満期保有目的の債券

同左

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法

(2) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(3) その他有価証券

  時価のあるもの

   期末日の市場価格等に基づく時

価法

   (評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

同左

２ 棚卸資産の評価基準及び

評価方法

商品・製品・原材料及び仕掛品 

 移動平均法による低価法

同左

３ デリバティブ(為替予約)

の評価基準

時価法 同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法によっております。

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)

については定額法によっておりま

す。

主な耐用年数は、建物は３年から

50年、機械及び装置並びに工具・

器具及び備品は２年から15年であ

ります。

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

なお、営業権は５年で償却してお

ります。

(2) 無形固定資産

同左

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

なお、為替予約等の振当処理の対象と

なっている外貨建金銭債権債務につい

ては、当該為替予約等の円貨額に換算

しております。

同左

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 投資損失引当金

  関係会社に対する投資による損失

に備えるため、関係会社の財政状

態を勘案し、その必要額を計上し

ております。

(2) 投資損失引当金

同左



項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の年数(10年)による定額法によ

り、按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理しており

ます。また、過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により、按分した額をそ

れぞれ発生した事業年度から費用

処理しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労金の支給に

充てるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  振当処理を行っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

 ① ヘッジ手段

    為替予約取引

 ② ヘッジ対象

    外貨建債権・債務、外貨建予

定取引

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

  外貨建取引に係る将来の為替変動

リスクをヘッジするため、「社内

為替管理制度」に基づき、原則と

して、顧客からの受注時又は仕入

先への発注時に、その取引毎に決

済日を基準として個別に為替予約

取引を行うものとしております。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性評価の方法

  ヘッジ方針により、外貨建ての受

注金額、発注金額又は金銭債権債

務に同一通貨建てによる同一金額

で同一期日の為替予約を振り当て

る方法によっており、為替予約締

結後の外国為替相場の変動による

対応関係が確保されるようにして

おります。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

同左



  

 
  

  

(会計方針の変更) 

  

 
  

(表示方法の変更) 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理について

税抜方式によっております。

なお、未収消費税等は流動資産の「未

収入金」に含めて表示しております。

消費税等の会計処理について

税抜方式によっております。

なお、未払消費税等は流動負債の「未

払金」に含めて表示しております。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
  至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号平成15年10月31日）を適用しております。 

これにより税引前当期純利益が２百万円減少しておりま

す。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(損益計算書) 

前事業年度まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示し

ておりました「受取補償金」については、当事業年度に

おいて営業外収益の10／100を超えることとなったた

め、当事業年度より区分掲記することといたしました。

なお、前事業年度の「受取補償金」は66百万円でありま

す。

―――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

※１ このうち

投資有価証券 299百万円

   上記資産は、アルプス電気株式会社等の仕入債務

(10,942百万円)の担保に供しております。 

 

 

※１ このうち

投資有価証券 382百万円

   上記資産は、アルプス電気株式会社等の仕入債務

(8,755百万円)の担保に供しております。

※２ 関係会社に対する主な資産・負債

売掛金 1,674百万円

未収入金 91

買掛金 19

未払金 74

※２ 関係会社に対する主な資産・負債

売掛金 2,846百万円

未収入金 110

買掛金 34

未払金 79

※３ 株式の状況

    授権株式数 普通株式    155,673,598株

    株式消却が行われた場合には、それに相当する

株式数を減ずる旨定款で定めております。

    発行済株式総数 普通株式  36,500,000株

※３ 株式の状況

    授権株式数 普通株式    155,673,598株

    株式消却が行われた場合には、それに相当する

株式数を減ずる旨定款で定めております。

    発行済株式総数 普通株式  36,500,000株

※４ 自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

35,632株であります。

※４ 自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

25,841株であります。

 ５ 偶発債務

    次の会社の金融機関からの借入に対し、保証書

又は経営指導念書を差入れております。

ZHONG LING  
INTERNATIONAL 
TRADING 
(SHANGHAI) 
CO.,LTD.

921百万円
（8,600,000

米ドル)

RYOSAN IPC 
（MALAYSIA）
SDN.BHD.

492
（4,600,000

米ドル)

RYOTAI 
CORPORATION

492
（4,600,000

米ドル)
その他関係 
会社 ２社

145
（1,360,000

米ドル)

計 2,052

 

 ５ 偶発債務

    次の会社の金融機関からの借入等に対し、保証

書又は経営指導念書を差入れております。

RYOTAI 
CORPORATION

727百万円
（6,200,000

米ドル)

RYOSAN IPC
（MALAYSIA）
SDN.BHD.

428
（3,600,000

米ドル他)

その他関係
会社３社

159
（1,344,306

米ドル他)

計 1,315

 ６ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は1,338

百万円であります。

 ６ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は2,409

百万円であります。



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 低価基準により下記の評価減を行った後の金額で

あります。

商品評価損 106百万円

原材料評価損 0

計 107
 

※１ 低価基準により下記の評価減を行った後の金額で

あります。

商品評価損 59百万円

原材料評価損 0

計 60

※２ 関係会社取引高

売上高 8,656百万円

仕入高 339

受取配当金 788

経営指導料 534

雑収入 44

※２ 関係会社取引高

売上高 12,284百万円

仕入高 182

受取配当金 667

経営指導料 572

雑収入 44

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は1,019百万円

であります。

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は1,137百万円

であります。 

 

※４ 固定資産売却益の内訳

   愛知県名古屋市及び兵庫県西宮市の土地の売却益

でそれぞれ21百万円及び21百万円であります。
 

※４ 固定資産売却益の内訳

工具・器具及び備品 20百万円

 

※５ 固定資産除却及び売却損の内訳

建物除却損 122百万円

建物売却損 15

工具・器具及び備品除却損 10

機械及び装置除却損 8

その他 0

計 158  

※５ 固定資産除却及び売却損の内訳

建物除却損 4百万円

建物売却損 1

工具・器具及び備品除却損 19

その他 2

計 27



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

車両運搬具 
 

(百万円)

工具・器具 
及び備品 
(百万円)

合計 
 

(百万円)

取得価額 
相当額

3 2,894 2,897

減価償却 
累計額相当額

0 1,931 1,931

期末残高 
相当額

3 963 966

 

車両運搬具
 

(百万円)

工具・器具 
及び備品 
(百万円)

合計 
 

(百万円)

取得価額
相当額

3 3,169 3,172

減価償却
累計額相当額

0 2,128 2,129

期末残高
相当額

2 1,041 1,043

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 448百万円

１年超 580

合計 1,028
 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 371百万円

１年超 718

合計 1,089

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 554百万円

減価償却費相当額 506

支払利息相当額 37

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 497百万円

減価償却費相当額 454

支払利息相当額 28

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

    減価償却費相当額の算定方法

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

    利息相当額の算定方法

     リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

 １年内 3百万円

 １年超 5

  合計 9
 

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 6

 合計 9



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当事業年度(平成18年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）

ソフトウェア等償却超過額 164百万円

投資有価証券 568

ゴルフ会員権 132

未払賞与 437

未払事業税 194

退職給付引当金 645

役員退職慰労引当金 138

その他 330

繰延税金資産合計 2,614

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △918

繰延税金負債合計 △918

繰延税金資産の純額 1,695

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）

ソフトウェア等償却超過額 323百万円

投資有価証券 522

ゴルフ会員権 144

未払賞与 427

未払事業税 132

退職給付引当金 751

役員退職慰労引当金 178

その他 328

繰延税金資産合計 2,808

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △1,653

その他 △0

繰延税金負債合計 △1,654

繰延税金資産の純額 1,154

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略しております。
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別内訳

同左



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 2,907.62円 2,977.44円

１株当たり当期純利益金額 131.60円 130.80円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

131.47円 130.80円

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

 当期純利益 (百万円) 4,885 4,856

 普通株主に帰属しない金額 (百万円) 84 85

（うち利益処分による取締役賞与金 (百万円)) (84) (85)

 普通株式に係る当期純利益 (百万円) 4,801 4,770

 普通株式の期中平均株式数 (千株) 36,482 36,473

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

 当期純利益調整額 (百万円) ― ―

 普通株式増加数 (千株) 38 0

   （うちストックオプション （千株)) (38) (0)



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【債券】 

  

 
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

エルピーダメモリ株式会社 400,000 1,688

カシオ計算機株式会社 346,665 726

株式会社エクセル 187,200 589

コーセル株式会社 91,816 486

ＳＭＫ株式会社 491,160 432

日本電気株式会社 501,570 414

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ
ループ

187 337

日本航空電子工業株式会社 193,304 334

株式会社三井住友フィナンシャルグルー
プ

192 250

住友信託銀行株式会社 124,646 169

その他(48銘柄) 4,844,050 1,289

計 7,180,790 6,719

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券

満期保有目的の
債券

東銀リース株式会社
コマーシャルペーパー

3,000 2,999

株式会社ジャックス
コマーシャルペーパー

3,000 2,999

協同リース株式会社
コマーシャルペーパー

2,000 1,999

日本無線株式会社
コマーシャルペーパー

2,000 1,999

興銀リース株式会社
コマーシャルペーパー

2,000 1,999

住友重機械工業株式会社
コマーシャルペーパー

1,000 999

住信リース株式会社
コマーシャルペーパー

1,000 999

日通商事株式会社
コマーシャルペーパー

1,000 999

富士電機ホールディングス株式会社
コマーシャルペーパー

1,000 999

小計 16,000 15,996

その他有価証券

大和証券SMBC株式会社 ユーロ円債(ク
ーポン日経平均リンク248回)

500 500

大和証券SMBC株式会社 ユーロ円債(ク
ーポン日経平均リンク1,109回)

200 200

小計 700 700

投資有価証券 その他有価証券
大和証券SMBC株式会社 ユーロ円債(ク
ーポン日経平均リンク2,600回)

300 300

計 17,000 16,996



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２ 無形固定資産については、資産総額の１％以下であるので前期末残高、当期増加額、当期減少額の記載を省

略しております。 

３ 当期減価償却費の配賦区分は次のとおりであります。 

 
なお、販売費及び一般管理費に配賦された金額のうち、16百万円は研究開発費に含めて表示しております。

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 9,900 15 11 9,904 4,786 252 5,118

 構築物 215 ― ― 215 169 7 45

 機械及び装置 688 110 14 784 528 45 256

 車両運搬具 10 ― 3 7 6 0 0

 工具・器具及び備品 2,133 458 311 2,281 1,677 271 603

 土地 8,155 ―
5
(2)

8,149 ― ― 8,149

 建設仮勘定 ― 291 ― 291 ― ― 291

有形固定資産計 21,104 876
345
(2)

21,634 7,168 576 14,465

無形固定資産

 営業権 ― ― ― 1,138 769 231 368

 電話加入権 ― ― ― 48 ― ― 48

無形固定資産計 ― ― ― 1,186 769 231 416

長期前払費用 34 ― 34 ― ― ― ―

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

販売費及び一般管理費     717百万円

製造経費 90

計 807



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式数は、25,841株であります。 

２ その他資本剰余金の当期増加額は、ストックオプションの権利行使によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、洗替による戻入額であります。 

２ 投資損失引当金の当期減少額の「その他」は、洗替による戻入額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(百万円) 17,690 ― ― 17,690

資本金のうち 
既発行株式

普通株式(注)１ (千株) (36,500) ( ― ) ( ― ) (36,500)

普通株式 (百万円) 17,690 ― ― 17,690

計 (千株) (36,500) ( ― ) ( ― ) (36,500)

計 (百万円) 17,690 ― ― 17,690

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

(資本準備金) 
株式払込剰余金

(百万円) 19,114 ― ― 19,114

(その他資本剰余金)
自己株式処分差益
(注)２

(百万円) 7 0 ― 8

計 (百万円) 19,122 0 ― 19,122

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (百万円) 1,371 ― ― 1,371

(任意積立金) 
別途積立金

(百万円) 60,300 ― ― 60,300

計 (百万円) 61,671 ― ― 61,671

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 231 30 ― 34 227

投資損失引当金 65 83 ― 65 83

役員退職慰労引当金 341 96 ― ― 438



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 12

預金の種類

当座預金 13,780

普通預金 3,488

別段預金 15

小計 17,283

計 17,295

相手先 金額(百万円)

ペンタックス株式会社 331

ノーリツエレクトロニクステクノロジー株式会社 191

長野日本無線株式会社 190

株式会社泉精器製作所 182

株式会社エスアイエレクトロニクス 168

その他 3,613

計 4,678

期日 金額(百万円)

平成18年４月満期 1,284

平成18年５月 〃 1,206

平成18年６月 〃 1,214

平成18年７月 〃 776

平成18年８月 〃 172

平成18年９月以降満期 22

計 4,678



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 当期発生高が売上高と一致しないのは、消費税等を含み更生債権等を除いているためであります。 

  

ニ 棚卸資産 
  

 
  

相手先 金額(百万円)

株式会社日立製作所 5,190

三菱電機株式会社 4,048

三洋電機株式会社 2,794

株式会社カシオ日立モバイルコミュニケーション
ズ

2,629

富士フィルムフォトニクス株式会社 2,351

その他 63,852

計 80,866

期首残高 
(百万円)

当期発生高 
(百万円)

当期回収高
(百万円)

期末残高
(百万円)

回収率＝
(％)

滞留期間＝
(カ月)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

 

(Ｄ)
×12

(Ｂ)

83,856 246,590 249,580 80,866 75.5 3.9

科目 区分 金額(百万円)

商品

半導体事業 9,473

電子部品事業 3,348

電子機器事業 505

小計 13,326

製品

半導体事業 12

生産事業 186

小計 198 

原材料 生産事業 183

仕掛品

半導体事業 91

生産事業 42

小計 133

計 13,842



② 流動負債 

イ 買掛金 

  

 
  

  

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

ＮＥＣエレクトロニクス株式会社 7,840

アルプス電気株式会社 5,544

カシオ電子デバイス株式会社 5,367

エルピーダメモリ株式会社 3,297

ＳＭＫ株式会社 1,518

その他 15,758

計 39,326



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）平成18年６月23日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりまし

た。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告が

できない場合は、日本経済新聞社に掲載して行う。 

なお、電子公告は当会社のホームページに記載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

http://www.ryosan.co.jp/jpn/koukoku/index.html 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券・500株券・1,000株券・10,000株券・100株未満株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

  取次所
住友信託銀行株式会社
本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り及
び買増

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

  取次所
住友信託銀行株式会社
本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

  買増手数料 同上

公告掲載方法 日本経済新聞（注）

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書 事業年度 自 平成16年４月１日 平成17年６月27日

及びその添付書類 (第49期) 至 平成17年３月31日 関東財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書の 上記有価証券報告書に係る 平成17年７月５日

訂正報告書 訂正報告書 関東財務局長に提出。

(3) 有価証券報告書の 第46期 (自 平成13年４月１日 平成17年12月９日

訂正報告書 至 平成14年３月31日) 関東財務局長に提出。

有価証券報告書の訂正報告書

(4) 半期報告書の 第47期中 (自 平成14年４月１日 平成17年12月９日

訂正報告書 至 平成14年９月30日) 関東財務局長に提出。

半期報告書の訂正報告書

(5) 有価証券報告書の 第47期 (自 平成14年４月１日 平成17年12月９日

訂正報告書 至 平成15年３月31日) 関東財務局長に提出。

有価証券報告書の訂正報告書

(6) 半期報告書の 第48期中 (自 平成15年４月１日 平成17年12月９日

訂正報告書 至 平成15年９月30日) 関東財務局長に提出。

半期報告書の訂正報告書

(7) 有価証券報告書の 第48期 (自 平成15年４月１日 平成17年12月９日

訂正報告書 至 平成16年３月31日) 関東財務局長に提出。

有価証券報告書の訂正報告書

(8) 半期報告書の 第49期中 (自 平成16年４月１日 平成17年12月９日

訂正報告書 至 平成16年９月30日) 関東財務局長に提出。

半期報告書の訂正報告書

(9) 有価証券報告書の 第49期 (自 平成16年４月１日 平成17年12月９日

訂正報告書 至 平成17年３月31日) 関東財務局長に提出。

有価証券報告書の訂正報告書

(10) 半期報告書 (第50期中) 自 平成17年４月１日 平成17年12月16日

至 平成17年９月30日 関東財務局長に提出。



  

  

 
  

(11) 自己株券買付状況状況報告書 平成17年４月８日

平成17年５月12日

平成17年６月８日

平成17年７月７日

関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月24日
 

株式会社 リョーサン 

取 締 役 会  御 中 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社リョーサンの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社リョーサン及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  上  眞  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  澤  幸  之 助  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

 



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月23日
 

株式会社 リョーサン 

取 締 役 会  御 中 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社リョーサンの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社リョーサン及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  上  眞  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  森  田  浩  之  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

 



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月24日
 

株式会社 リョーサン 

取 締 役 会  御 中 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社リョーサンの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第49期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社リョーサンの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

  

 
  

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  上  眞  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  澤  幸  之 助  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月23日
 

株式会社 リョーサン 

取 締 役 会  御 中 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社リョーサンの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第50期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社リョーサンの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

  

 
  

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  上  眞  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  森   田  浩  之  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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